
第45回サステナビリティ基準委員会（SSBJ）
での審議の概要

2024年12月16日開催

2024年12月17日

第45回の審議では、確定基準公表後の対応及び、これまでの審議の結果を踏まえた適用基準案と一般基準案の文案の修

正について審議が行われました。

【第45回SSBJで審議された事項】

1. 審議事項

(1) 確定基準公表後の対応（審議事項A1-2)

(2）「サステナビリティ開示基準の適用」の文案（審議事項A1-3）（※1）

(3) 「一般開示基準」の文案（審議事項A1-4）（※1）

 （※1）審議事項A1-3、A1-4については、資料は非公開

SSBJでは、2024年3月29日に公表したサステナビリティ開示基準（以下「SSBJ基準」という）の公開草案（以下あわせて

「2024年3月公開草案」という）（※2）に寄せられたコメント（コメント期限2024年7月31日）について、2025年3月末まで

に確定基準を公表することを目標に再審議を行っています。上記１. の事項は、これまでの再審議の結果を踏まえて、SSBJ事

務局が提案を行ったものです。

（※2）2024年3月公開草案

⚫ サステナビリティ開示ユニバーサル基準公開草案「サステナビリティ開示基準の適用（案）」（以下「適用基準案」と

いう）

⚫ サステナビリティ開示テーマ別基準公開草案第1号「一般基準（案）」（以下「一般基準案」という）

⚫ サステナビリティ開示テーマ別基準公開草案第2号「気候関連開示基準（案）」（以下「気候基準案」という）

(1) 確定基準公表後の対応（審議事項A1-2）

【事務局提案】

①  確定基準公表後の対応として、次の事項を適用基準の結論の背景に定めることが、事務局より提案されました。

➢ 国際サステナビリティ基準審議会（以下「ISSB」という）が、IFRSサステナビリティ開示基準（以下「ISSB基準」と

いう）を改訂する場合、当委員会が公表するSSBJ基準上の取扱いについて可及的速やかに検討を開始する。

➢ ISSBが教育的資料等を公表した場合、当委員会において、補足文書の公表の要否について可及的速やかに 

検討を開始する。

➢ SSBJ基準公表後かつ強制適用前のSSBJ基準の見直しについて、SSBJ基準における定めが明確であるものの、こ

れに従った開示を行うことが実務上著しく困難な状況が市場関係者により識別され、その旨当委員会に提起さ

れた場合には、公開の審議により、別途の対応を図ることの要否を当委員会において判断する。

➢ SSBJ基準の強制適用後、SSBJ基準に従って作成されたサステナビリティ関連財務開示がISSB基準に従って作成

されたサステナビリティ関連財務開示と同じになることを意図して、必要に応じて、SSBJ基準における定めを追加又

は削除することを検討する。
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②  上記①の「別途の対応」に関する具体的な手順は、次のとおりとする。

➢市場関係者からの提起は、提出者名を明記した文書によることとし、電子メールにより受け付ける。

➢当該提起を受け取った場合、当委員会事務局は、その旨を当委員会に報告するとともに、当委員会において、

SSBJ基準に従った開示を行う場合に実務上著しく困難な状況が認められるかどうか、及び、代替的な取扱いの

要否等について検討する。また、必要に応じて、公開の審議において提出者から提起された状況の説明を受ける。

➢審議の結果、SSBJ基準の改正が必要と判断した場合には、公開草案を公表し、公開草案に寄せられた市場関

係者からの意見を踏まえ、最終的な改正の要否について判断する。

【審議結果】

  審議の結果、事務局の提案が基本的に支持されました。

(2) 適用基準案の文案（審議事項A1-3） 

 【事務局提案】

これまでの再審議の内容を踏まえた適用基準案の文案（2024年3月公開草案からの変更点に変更履歴を付し

たもの）が、事務局より示されるとともに、主な変更箇所について事務局より説明されました。

【審議結果】

審議の結果、事務局の提案が基本的に支持されました。

なお、2024年11月29日に公表された公開草案「指標の報告のための算定期間に関する再提案」（意見募集期 

限は2025年1月10日まで）を踏まえた文案の修正については、当該公開草案に対して寄せられたコメントを踏まえ、

検討することが予定されています。

(3) 一般開示基準案の文案（審議事項A1-4）

【事務局提案】

これまでの再審議の内容を踏まえた一般基準案の文案（2024年3月公開草案からの変更点に変更履歴を付し

たもの）が、事務局より示されるとともに、主な変更箇所について事務局より説明されました。

【審議結果】

審議の結果、事務局の提案が基本的に支持されました。

なお、気候基準案については、次回以降で審議される予定です。

参考： 第45回サステナビリティ基準委員会の概要｜サステナビリティ基準委員会

関連記事： 第44回 サステナビリティ基準委員会（SSBJ）での審議の概要

第43回 サステナビリティ基準委員会（SSBJ）での審議の概要

第42回 サステナビリティ基準委員会（SSBJ）での審議の概要
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サステナビリティ開示・保証の最新規制動向

日本・ヨーロッパ・南北アメリカ・アジアパシフィックにおけるサステナビリティ開示・保証の規制に関する最新動向を

取りまとめています。

https://www.ssb-j.jp/jp/domestic_standards/proceedings-ssbj_2/y2024/2024-1216.html
https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/jp/Documents/audit/crd/jp-crd-japan20241202.pdf
https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/jp/Documents/audit/crd/jp-crd-japan20241118.pdf
https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/jp/Documents/audit/crd/jp-crd-japan20241101.pdf
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/audit/articles/crd/newsletter.html
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http://www.bsigroup.com/clientDirectory

http://www.deloitte.com/jp/audit
https://www.deloitte.com/jp
https://www.deloitte.com/jp/about
https://www.deloitte.com/
http://www.bsigroup.com/clientDirectory

	スライド 1: 第45回サステナビリティ基準委員会（SSBJ）での審議の概要
	スライド 2
	スライド 3

